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ライフサイエンス分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  5
膀ファージ療法の新展開
　抗生物質が効かない多剤耐性病原細菌による感染症に対して、従来の抗生物質による化
学療法に代わる治療法として、細菌に感染し死滅させるウイルスであるファージを患者に
投与するファージ療法が期待されている。
　高知大学医学部感染分子病態学教室 松崎茂展助教授・今井章介教授らのグループは、
黄色ブドウ球菌を広く溶菌する活性を持つ今まで知られていなかった新しいファージであ
るファイMR11を発見した。このファージはメチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）か
ら分離された。松崎らは、本ファージのMRSAに対する有効性を検定するためにファー
ジ相対量（Multiplicity of Infection, MOI）を精密に定めて、その有効性を初めて明らかに
した（J. Infectious Diseases，vol.187，613-624（2003））。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  6
膀中国政府、独自の標準仕様による光ディスク：EVDを発表
　中国政府は、10 月 28 日、中国独自の標準仕様による光ディスク、EVD（Enhanced 
Versatile Disk）を、政府主導のプロジェクトとして支援し普及の推進を図ると発表した。
EVDはBeijin E-World 社が米国のOn2 Technologies 社からハイビジョン信号の帯域圧縮
技術の移管を受け、DVD（Digital Versatile Disk：4.7GB）と同じ記録容量で高解像度の映
画を収録可能としている。これまで、DVDを含む光ディスク分野では、全面的に日本の
企業がリードしてきた。ところが、家庭用DVDプレーヤの 70％は既に中国で生産されて
おり、中国製品の販売に対して多額のライセンス料が日本その他の国のメーカに支払われ
ている。しかし、中国にとっては、このままライセンス料を支払い続けるのは大きな負荷
である。このため、EVD標準でライセンス料の減額を目指しており、中国がOn2へ支払
うライセンス料は、日本の企業へ支払う額の約 10分の１程度と報道されている。さらに、
DVDのコンテンツを支配しているハリウッドが、もし仮に対日戦略としてEVDを採用
する方向に動けば、日本主導のDVDは壊滅状態になる可能性がある。
　半導体や液晶で発生した市場シェアーの世界的な大変動が、光ディスクの分野でも起こ
りかねない。半導体の分野では、現在進行中の国家プロジェクトの統廃合が日本政府主導
で行われている。光ディスクの分野においても、事態が急変する前に、光ディスク関係の
標準化体制の強化や国家プロジェクトの見直しなど日本政府としてもなんらかの施策を打
ち出すことが求められる。
環境分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀高圧水蒸気でごみを肥料化・燃料化
　―ダイオキシン発生をゼロ、重金属の含有量も低減―
　生ごみや下水汚泥、畜糞など含水率の高い廃棄物を有効利用するには、発酵処理による
堆肥化が一般的であるが、温室効果ガスであるメタンガスや亜酸化窒素ガスが発生すると
いう問題がある。こうした含水率の高い廃棄物やもみ殻などの農業廃棄物を、高圧の水蒸
気によって短時間で肥料化できるごみ処理装置が開発された。従来の焼却処理と違って、
無酸素状態での処理であるため、原理的にダイオキシン発生の心配がない上、有害物質が
減少するのが特徴である。生ごみ、漁業残さ、下水汚泥の肥料化は実証済みで、汚泥に含
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まれる有害物質の除去にも効果があることを確認した。これらの有害物質は水蒸気と共に
系外に排出され、凝縮水中に移行すると考えられ、必要に応じて排水処理が行われる。
　東京工業大学吉川邦夫教授（エネルギー変換工学）は、「この技術は、低質なバイオマ
ス資源の燃料化にも有効である」と考え、現象解明および発電への利用をめざして、民間
企業との共同研究に着手した。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀電気伝導性かつゼロ熱膨張を示す新しい金属間化合物
　米国ミシガン州立大学の研究者らによって、電気伝導性とゼロ熱膨張を示すYb-Ga-Ge
（イッテルビウム‐ガリウム‐ゲルマニウム）系の新しい金属間化合物が見出された。こ
の金属間化合物は－170～+130℃程度の広い温度領域で熱膨張率ゼロを維持することが確
認され、大きな温度変動にさらされる宇宙関連の機器、熱を利用したアクチュエータ、多
層のプリント配線基板などで利用できるのではないかと期待されている。金属間化合物の
半導体的性質に注目することで電気伝導性とゼロ熱膨張を達成するという新しいアプロー
チであり、今後、より多くの金属材料系が見直されるきっかけになると考えられる。
製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀自己組織化技術の進展
―所望の構造のつくり分け可能な自己組織化プロセスも登場―
　ナノテクノロジ ・ー材料および製造技術分野において「自己組織化」研究の進展が著しい。
Duke 大学の Hao Yan らは、複雑な構造を組み上げるための基本構成要素として、
DNA16本から成る一辺 17～ 19nmの四角形を利用した。DNAの末端基を変更し、DNA
の自己組織化でリボン状構造およびシート状構造をつくり分けることに成功した。これは、
DNAの自己組織化能を利用してナノ構造の構築を明瞭に実証した初めての例である。ま
た、所望の構造をつくり分けた初めての例でもある。他にも、不揮発性メモリとして機能
するナノセルや新しい半導体製造技術としての研究報告などが出始め、自己組織化研究の
今後の展開が更に期待される。
企業の科学技術人材における女性比率の拡大
　̶̶ 9
̶EUの政策と日本の課題̶
　我が国が科学技術立国として存在し続けるためには、継続的な科学技術人材の供給が必
要である。しかし少子高齢化社会の到来により、労働力としての若年層は減少の一途を辿
っている。そのため科学技術人材として、今まで十分に活用してこなかった女性を活用す
ることを考えなければならない事態に直面している。
　既にEUでは科学技術人材としての女性に注目しており、科学技術分野での女性の活
用の拡大を図るための施策を打ち出している。第６次フレームワークプログラム（FP6，
2002年～ 2006年）においては、「科学と社会」中の「女性と科学」内で科学技術分野にお
ける女性の育成と活用のための多くの研究プログラムを実施している。
　EUが女性を科学技術人材として積極的に活用しようとする理由は、優秀な科学技術人
材の確保と科学技術人材への多様性の導入であり、その目的はEUの競争力の強化と経済
の活性化である。2010年までにEU全体で更に 50万人以上の研究者（技術者）を増やそ
うという計画が、科学技術人材としての女性活用政策の後押しをしている。EUでは女性
比率の拡大のための具体的な施策が進められており、それはEUや欧州各国レベルに留ま
特集̶ 1
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インターネットルータの技術動向
̶次世代通信インフラの整備に向けて̶　　　̶̶ 18
　データ通信をささえるインフラは、光ファイバーや銅線などの伝送路とインターネッ
トルータに代表される交換機器からなる。現在、データ通信のための通信インフラにおけ
る技術動向は、およそ 10年ごとに現れる転換期の次の波に差しかかっているといえよう。
このことは以下の要因から窺うことができる。①ユーザトラヒック（通信量）の今後の更
なる増大、②セキュリティの確保等を含む高度で多様なネットワーク管理機能への要求、
③光交換機能などハードウエア進化に基づく新たな研究開発の必要性などである。
　インターネットは、通信に必要な制御を分散的に実施する「ベストエフォート」という
設計思想に基づいて発達してきた。また、「デファクト標準」という標準化過程は、短期
間の急速な技術蓄積をもたらした。しかし、現在の技術動向を見ると、こうしたこれまで
インターネットが発達してきたのとは異なる考え方に基づく研究開発のあり方が必要とな
っている。
　この転換期において、国は、通信インフラに関する長期的な技術蓄積のあり方に対して、
戦略のある明確なイニシアティブを取るべきである。なぜならば、過去に電々公社を中心
に機能していた国の技術蓄積のあり方が、同社の民営化以後、インターネットの発達の過
程で大きく変化したからである。例えば、近年研究の重要性が増大しているネットワーク
管理技術については、通信インフラ全体に影響する技術であり、統一的な研究の方向付け
が必要である。
　通信機器を製造する国内のベンダーにおいては、中央研究所の機能が縮小の傾向にあり、
この分野における大学の果たすべき役割の重要性が高まっている。特に大学では、実運用
を指向した機器の開発など実践的研究開発を重視しなければならない。学術論文もさるこ
とながら、新方式を実装したチップが通信機器市場で競争力をもつというような産業競争
力に資する研究を実施するべきである。
特集̶ 2
らずに企業レベルにまで広がっている。
　日本の企業においては科学技術人材の中でも特に研究者に対する不足感があり、近年、
女性研究者の活用に拡大の兆しが現れてきている。しかし、日本の研究者全体の内の女
性比率はここ数年来 10％程度を推移しており、企業においては６％に過ぎない。従って、
科学技術人材としての女性活用の拡大のためには、現状のままではなく何らかの施策が必
要である。
　日本の主な問題点は、①科学技術分野の大学学部卒業者や博士課程修了者における女性
比率が低いこと、②企業の研究者における女性比率が低いこと、③EUの第６次フレーム
ワークプログラムにおける「女性と科学」のような女性と科学に関わる統計調査、学術研
究、研究グラント支援などの包括的なプログラムを実施する国家的な母体がないことであ
る。そのための施策として、①学童期からの女性の科学技術人材の育成、②企業で研究に
従事する女性に対する調査の実施とキャリアパス上の阻害要因の分析、③「女性と科学」
を担当する責任部署を明確にして各種プログラムを実施する、④第３期基本計画において
科学技術人材としての女性に焦点をあて、科学技術人材政策の中での位置づけを明確にす
ることが必要である。
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新計測技術：マルチプローブシステム　　　̶̶ 25
̶ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指して̶
　科学技術の進歩は、新しい計測技術の開発と一体となっている場合が多い。新しい現象
の発見やその解明には、新しい装置の存在が不可欠と言っても過言では無いからであり、
ノーベル賞に輝いた数多くの研究者がこれを実証している。
　科学技術立国を標榜する我が国にとって重要なナノテクノロジーやバイオテクノロジー
分野では、生体材料やナノ材料などの新規材料の導入によって、それらに特有な機能を利
用することで、従来にない技術や製品の開発が目指されている。このような研究開発にお
いては、それら新規材料の機能を知ることが真っ先に求められるが、その測定は従来装置
では不可能である。これを可能にする装置として、マルチプローブシステムが期待されて
いる。マルチプローブシステムは、複数本の微細探針（プローブ）を生体材料やナノ材料
などに直接接触させて、信号伝達などの電気特性や、化学的、力学的特性などの機能を測
定するための装置である。抗体抗原反応やイオンの伝達など、様々な現象を高い空間分解
能で明らかに出来ることから、医療応用でも期待されている。
　マルチプローブシステムの基盤技術は、原子レベルの分解能を有する走査プローブ顕微
鏡（SPM）にある。SPMは、ナノテクノロジーを開花させたと言っても過言ではない装
置であり、その発明者は、ノーベル物理学賞を受賞している。これに対してマルチプロー
ブシステムは、機械的には複数の走査プローブ顕微鏡（SPM）を搭載した装置であるが、
複数プローブの総合制御により、SPMでさえも不可能なナノスケールでの機能の直接測
定を可能にする。このため、ナノテクノロジー分野およびバイオテクノロジー分野におい
て、新たな研究手法、ひいては新たな研究分野を創成するものと期待されている。また、
マルチプローブシステムは、半導体産業の競争力強化にも多大なる貢献が期待されている。
それは、マルチプローブシステムを用いると、デバイス製造工程途中での動作特性評価が
可能になり、製品化において最も重要な要因であるデバイス開発期間を大幅に短縮できる
からである。
　始まったばかりのこの装置開発では、国内外ともに、研究機関が多数を占めている。こ
れは、最先端の研究開発を行うために、研究者らが自ら装置開発を始めたことを意味して
いる。また、現在のところ、測定データの取得に成功し、公表しているのは、国内の研究
機関に限られている。これは、装置開発レースにおいて、日本が一歩リードしていること
を意味している。
　現在の国内の研究現場で用いられている装置は、最先端の装置になるほど海外製品の比
率が高い。しかし、海外製品による研究の推進は、単に予算の海外流失にとどまらず、研
究開発分野における敗北に直結しかねない。最先端分野で世界をリードするためには、最
先端機器の自主開発は不可欠であり、マルチプローブシステムは、間違いなく、自主開発
すべき装置のひとつである。
　マルチプローブシステム開発の成否は、測定手法の開発も含めた複数プローブの総合制
御手法の開発にある。このため、マルチプローブシステムの開発では、従来機器以上に、
ユーザーである研究者と装置メーカーとが一体となった開発が必要である。現在のリード
を生かし、ナノテクノロジー、並びにバイオテクノロジー分野で他国を圧倒するために、
これを強力に押し進める施策が望まれる。
特集̶ 3
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抑制効果がみられ、②MOIが１
以上では全例救命でき、しかも③
ファージ大量投与でも副作用は皆
無という結果を得た（J. Infectious 
Diseases，vol.187，613‐624（2003））。
　松崎らの研究は、MRSAに対
するファージの有効性を初めて実
験により示したものである。本論
文は米国国立衛生研究所（NIH）
のメリル博士によるファージ療
法についての総説論文（Nature 
Reviews Drug Discovery vol.2，
489‐497（2003））中で、ファー
ジ療法の最新ハイライトとして紹
介されている。
　さらに、米国では Exponential 
Biotherapies,Inc.や Intralytix,Inc.
などのバイオベンチャー企業で、フ
ァージを用いた治療薬の開発が臨
床試験の段階にまで進められており
（www.phagetherapy.com）、2004
年には初のファージ薬が市場に出
ることが見込まれるなど、ファー
ジ療法の動向から目が離せない。
（譛高知県産業振興センター
都築俊夫氏の投稿をもとに作成）
ト以外の細菌を死滅させることは
ない。
　ファージ療法は実は新しい治療
法ではなく、ロシアや東欧諸国な
どでは感染症に対する治療法とし
て使用され、80年以上の歴史を持
つ。しかし、欧米などの西側諸国で
は抗生物質などの化学療法が主流
であったため、1990年代後半まで
は十分に研究されて来なかった。
　今回、高知大学医学部感染分
子病態学教室 松崎茂展助教授お
よび今井章介教授らのグループ
は、黄色ブドウ球菌を効率よく溶
菌する活性を持つ今まで知られて
いなかった新しいファージである
ファイMR11 を発見した。本フ
ァージはMRSAから分離された。
松崎らは本ファージのMRSAに
対する有効性を検定するために、
黄色ブドウ球菌およびMRSAを
致死量感染させたマウスに、菌
量に対するファージの相対量
（Multiplicity of Infection，MOI）
を精密に定めてファージを投与
し、①MOIが 0.1 から有意な致死
膀 ファージ療法の新展開
　近年来の抗生物質の大量使用の
結果、抗生物質が効かない多剤耐
性病原細菌が出現し問題となって
いる。多剤耐性病原細菌のひとつ
であるメチシリン耐性黄色ブドウ
球菌（MRSA）は、多くの場合、
抗生物質メチシリンに耐性である
だけでなく、他の多くの抗生物質
に耐性を示し、高齢者や手術後な
どで免疫力が低下した人に感染し
て致死させる例が知られている。
そのため、感染症の治療に対して、
抗生物質を使用した従来の化学療
法に代わる新しい治療法が求めら
れており、ファージ療法に注目が
集まりつつある。
　ファージ療法は、細菌に感染し
死滅させるウイルスであるファー
ジ自身を、「薬」として患者に投
与する療法である。ファージは細
菌にのみ感染し、人間の細胞には
感染しない。また、種類によって
感染する細菌が異なり、ターゲッ
科学技術
トピックス
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ライフサイエンス分野
科学技術動向　2003 年 12 月号
6
膀 中国政府、独自の標
準仕様による光ディス
ク：EVDを発表
　中国政府は、中国独自の標準
仕様による光ディスク、EVD 
（Enhanced Versatile Disk）を、
政府主導のプロジェクトとして
支援し普及の推進を図ると発表
した。EVD は Beijin E-World 社
が、米国の On2 Technologies 社
からハイビジョン信号の帯域圧縮
技術の移管を受け、DVD（Digital 
Versatile Disk：4.7GB）と同じ記
録容量で高解像度の映画を収録可
能と表明している。これまで、映
画２時間以上を収録する記録媒体
としてDVDは、技術、標準化、
ビジネスの全方面において日本の
企業がリードしてきた。そして、
世界的に普及しつくしているビデ
オカセットテープよりも、画質も
使い勝手も優れており、その置き
換えが米国をはじめとして急速に
進んでおり、日本の電気メーカに
とって魅力のある製品となってい
る。ところが、DVDの実際の生
産現場は中国にあり、中国製の
家庭用DVDプレーヤは世界市場
の最大 70％を占めており、昨年
は 3,000 万台以上のDVDプレー
ヤが中国で生産され、主として米
国で販売されていると報道されて
いる。そして、中国製品の販売に
対して一台当たり 13.8 ドルのラ
イセンス料が日本その他の国のメ
ーカに支払われているとも伝えら
れている（USA Today Nov．18，
2003）。しかし、中国にとっては、
このままライセンス料を支払い続
けるのは大きな負荷である。
　中国のEVD戦略は、ライセン
ス料の減額を目指し、生産現場
における光ディスク装置の外国
産技術への依存度を減らそうと
言うもくろみである。EVDの記
録容量を決める光源は、赤色の
半導体レーザ（波長：650nm）で
あり、記録容量は、DVDと同じ
4.7GBである。EVDの技術的な優
位性は、ハイビジョン映像の帯域
圧縮技術の方にあり、これまでの
MPEGに準拠する次世代ハイビジ
ョンDVDに対抗する標準仕様で
ある。ここで、看過できないこと
は、米国のベンチャーOn2 社の
帯域圧縮技術を中国企業に移管し
てEVDを完成させようとしてい
ることであり、中国がOn2 へ支
払うライセンス料は、日本の企業
へ支払う額の約 10分の１程度と
報道されている。
　中国のEVDプロジェクトは、
中国政府主導であるが、実際に核
となって動いているEVDの開発
者は、中国から米国に派遣されて
いる数多くの優秀な留学生である
と推測される。
　現在世に普及しているCD（半
導体レーザ光源波長：780nm／記
録容量：0.68GB）や DVD（半導
体レーザ光源波長：650nm／記録
容量：4.7GB）などの再生専用の
光ディスクの原理はオランダの譁
フィリップス社で発明され、開発
された。しかし、製品化技術、ビ
ジネス、標準化の全方位的に日本
の企業がリードしてきており、光
ディスク産業は日本企業の圧倒的
な勝ちいくさであった。さらに、
日本で開発された波長 405nmの
青紫色半導体レーザを光源とし、
記録容量が 20GB 以上におよぶ
BD（Blu-ray Disk） や HD DVD 
（High Definition DVD）が次世代
標準化仕様として日本メーカ主導
で牽引されており、次世代におい
ても日本の勝ちいくさが続くのが
当然と思いこまれて来た。しかし、
この優位性がいつまでも続けれる
とは限らない。DRAMや液晶で
発生したビジネスシェアーの世界
的な大変動が、光ディスクの分野
でも起こる可能性がある。さらに
懸念されるのは、日本国内におい
て、BD陣営とHD DVD陣営がう
ちわもめをしている事態である。
そしてさらに、DVDのコンテン
ツを支配しているハリウッドの今
後の動きにも目が離せず、ハリウ
ッドがもし仮に中国のEVDを採
用する方向に動けば、日本主導の
DVDは壊滅状態になりかねない。
　半導体の分野では、「あすか」
や「MIRAI」などの国家プロジェ
クトの統廃合が日本政府主導で行
われている。光ディスクの分野に
おいても、事態が急変する前に、
光ディスク関連の標準化体制の強
化や国家プロジェクトの見直しな
ど政府としてなんらかの施策が打
たれねばならない。DRAMや液
晶に見られたように、日本を韓
国や台湾そして中国などのアジア
の新興国と同一のレイヤーに配置
し、アジアのいずれの国も部品レ
ベルの生産国としてとらえようと
する米国の姿勢が見え隠れするか
らである。
情報通信分野
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膀 電気伝導性かつゼロ熱
膨張を示す新しい金属
間化合物
　ほとんどの金属は温度が上昇す
ると熱膨張し、構造物の変形とい
う問題を起こす。また、異なる物
質の接合界面では、熱膨張率の違
いが剥離や破壊の原因になる。複
合材料やセラミックスでは熱膨張
率をゼロとするように材料を設計
する研究が盛んであるが、電気伝
導性が求められるために材料系が
金属に限られる場合には、熱膨張
率をゼロとすることは難しいと考
えられてきた。金属では熱膨張率
が通常の１桁小さいだけでも用途
は多く、古くから、Fe-Ni 系のイ
ンバー合金、Fe-Ni-Co 系のコバー
ル合金などが代表的な低熱膨張材
料として用いられている。
　このたび、米国ミシガン州立大
学の研究者らによって、電気伝導
性とゼロ熱膨張を示すYb-Ga-Ge
（イッテルビウム‐ガリウム‐ゲ
ルマニウム）系の新しい金属間化
合物が見出された（R.Salvador et 
al., Nature, vol.425, p.702（2003））。
この金属間化合物は‐170 ～
+130℃程度の広い温度領域で熱
膨張率ゼロを維持することが確認
され、大きな温度変動にさらされ
る宇宙関連の機器、熱を利用した
アクチュエータ、多層のプリント
配線基板などで利用できるのでは
ないかと期待されている。
　多くの材料では温度の上昇と
ともに体積が膨張するが、まれに
体積が減少するという負の熱膨
張率を示す材料も存在する。そこ
で、一般的に低熱膨張率を達成し
ようとする場合は、正と負の熱膨
張率を示す材料系を足し合わせて
複合的に熱膨張率をゼロに近づけ
る工夫がなされる。しかし、この
方法ではゼロ熱膨張を示す温度範
囲が極めて狭く、また、電気伝導
性を持つ負の熱膨張材料を探すこ
とが難しい。上記の新しい金属間
化合物は、この系自体で熱膨張率
を正から負へと変化させることが
可能であり、電気伝導性を維持で
きる。ゼロ熱膨張のメカニズムと
環境分野
膀 高圧水蒸気でごみを肥
料化・燃料化
　― ダイオキシン発生をゼ
ロ、重金属の含有量も
低減―
　生ごみや下水汚泥、畜糞など
含水率の高い廃棄物を有効利用す
るには、発酵処理による堆肥化が
一般的である。しかしその際、温
室効果ガスであるメタンガスや亜
酸化窒素ガスが発生するという問
題がある。こうした含水率の高い
廃棄物やもみ殻などの農業廃棄物
が、高圧の水蒸気によって短時間
で肥料化できるごみ処理装置を、
北海道留萌郡小平町の建設業「西
村組」（西村祐一社長）が開発した。
従来の焼却処理と違って、無酸素
状態での処理であるため、原理的
にダイオキシン発生の心配がない
上、有害物質が減少するのが特徴
である。同社は「このような処理
方法の装置は国内初」として、特
許を出願している。
　装置は円筒形の圧力容器（容積
３立方メートル）に最大 18気圧、
200℃の水蒸気を封入して、中の
廃棄物を燃焼させず、攪拌するこ
とによって乾燥・部分炭化させ、
粉末状にする。容器内に廃棄物を
投入後、ほぼ１時間で粉末状にす
ることができ、１日当たり 10ト
ン前後を処理できるとのことであ
る。生ごみ、漁業残さ、下水汚泥
の肥料化は実証済みで、汚泥に含
まれる有害物質の除去にも効果が
あることを確認した。
　実験で汚泥の中の有害な重金属
の含有量を調べたところ、水銀と
カドミウムの含有量が、１キログ
ラム当たり、それぞれ 0.45 ミリグ
ラム、0.98 ミリグラムだったが、
処理後は 0.007 ミリグラム、0.3 ミ
リグラムと大幅に減少した。ほ
かにも、ヒ素が 3.0 ミリグラムか
ら 0.3 ミリグラムに減少するなど、
有害物質は平均 10分の１以下に
なった。これらの有害物質は水蒸
気と共に系外に排出され、凝縮水
中に移行すると考えられ、必要に
応じて排水処理が行われる。
　同社は地元の農業生産法人に肥
料を提供するため、今年１月から開
発に着手。考案した横浜市在住の環
境分野の技師と共同で４月に装置
を作り、実証試験を重ねてきた。
　東京工業大学吉川邦夫教授（エ
ネルギー変換工学）は、「この技
術は、低質なバイオマス資源の燃
料化にも有効である」とし、現象
解明および発電への利用をめざし
て、同社との共同研究に着手した。
同社では、全国の自治体向けに、
１機１億円以下での販売をめざし
ており、すでに北海道外から２基
を受注している。
ナノテク・材料分野
科学技術動向　2003 年 12 月号
8
しては、温度変化とともにYbと
Ga（Ge）の間で電子移動が起こり、
この結果、Yb原子の価数変化に
伴うイオン半径の変化が、結晶格
子の骨格をなすGa（Ge）原子間
の長さの変化を相殺するのであろ
うと推測されている。
　日本でも従来のFe系やNi系合
金のほかに、Cu基合金、Ti基合金、
Ni 基合金などに対して、磁気相
転移を利用した新しい低熱膨張率
合金の研究が進みつつある。しか
し上記の研究成果は、それ以外に
も、金属間化合物の半導体的性質
に注目することで電気伝導性とゼ
ロ熱膨張を達成するというアプロ
ーチもあることを示唆しており、
今後、より多くの金属材料系が見
直されるきっかけにもなると考え
られる。
製造技術分野
膀 自己組織化技術の進展
― 所望の構造のつくり分
け可能な自己組織化プ
ロセスも登場―
　自己組織化とは、「材料やデバ
イスをつくり上げる際に、人が手
を加えなくても、材料やデバイス
の構成要素が自ら集まってある構
造をとったり（自己集合）、エネ
ルギーや物質が拡散していく動的
過程の中で構成要素が自ら進んで
あるパターン（散逸構造）を形成
したりすること」をいう。（詳し
くは 2002 年７月の科学技術動向
の「自己組織化材料研究の動向」
http://www.nistep.go.jp/achiev/
ftx/jpn/stfc/stt016j/ を参照）
　11 月 11、12 日 に 2003 年 度
京都賞の受賞式および記念シン
ポ ジ ウ ム（http://www.inamori-
f.or.jp/KyotoPrizes/contents_j/
laureates/kp_thisyear.html）が執
り行われ、先端技術部門の受賞が
Harvard大学のGeorge McClelland 
Whitesides 教授、「有機分子の自
己組織化法の展開によるナノ材料
科学への貢献」となるなど、ナノ
テクノロジー・材料および製造技
術分野における自己組織化研究の
進展が認められてきている。
　Duke大学のHao Yan らは、複
雑な構造を組み上げるための基本
構成要素として、DNA16 本から
成る一辺 17 ～ 19nmの四角形を
利用した。DNAの末端基を変更
し、DNAの自己組織化（アデニ
ンとチミン、グアニンとシトシン
が結合してDNA鎖を構成するプ
ロセス）で「リボン状構造（幅約
60nm、平均長さ約5μm）」およ
び「シート状構造（隣り合う格子
の中心間距離約19nmの２次元正
方格子）」をつくり分けることに
成功した（Science，vol. 301，pp．
1882-1884，26 Sep 2003）。これは、
DNAの自己組織化能を利用して
ナノ構造の構築を明瞭に実証した
初めての例である。また、所望の
構造をつくり分けた初めての例で
もある。更にYan らは、シート
状構造を構成する各四角形の中心
にできた空洞にタンパク質分子を
付着させ、空洞上にタンパク質分
子の複合体を自己組織化させるこ
とにも成功している。このタンパ
ク質分子支持シート状構造は他分
子の検出に利用できるとし、単一
分子検出センサーや各種医療診断
に向けた研究も進められている。
　他に、無機輪状分子を用いて構
築した中空球（Brookhaven 国立
研究所のTianbo Liu ら，Nature，
vol. 426，pp. 59-62，6 Nov 2003）、
3 つの［Si（CH2）］3 リングが相
互連結した周期的メソポーラス
有機シリカ（有機物質と無機物
質のナノコンポジット）の形成
（Toronto大学のKai Landskronら，
Science，vol. 302，pp. 266-269，
10 Oct 2003）、不揮発性メモリと
して機能する自己組織化ナノセル
（“NanoCell Electronic Memories”；
Rice 大学の J. M. Tour ら、J. Am. 
Chem. Soc., Oct. 29, 2003）などの
報告もなされている。
　また、より実用に近い技術とし
ては、12 月８日からWashington 
D.C. で開催された IEDM2003（半
導体技術の国際会議）で、米国
IBM社から、自己組織化を半導
体デバイスのパターン形成技術
に適用してフラッシュメモリ（不
揮発性メモリの一種）のトラン
ジスタ構成の一部を形成し、メ
モリ動作を確認したという発表
がなされ、従来の露光技術によ
る半導体デバイス加工の常識を
破る発表として大きく注目された
（K.W.Guarini et al. “Low voltage，
scalable nanocrystal FLASH 
memory fabricated by templated 
self assembly”）。
　複雑な構造を組み上げるための
基本構成要素となる物質の種類（無
機・有機・ハイブリッド・生体物質）・
形状も多様性を増し、一部では、
単に特定の構造の形成・配置に留
まらず、構造に特有な特性・機能
を発揮させる研究成果が出始めて
いる。低環境負荷・省エネルギー
で種々の構造を構築する自己組織
化プロセスに関する研究が、様々
な技術と結びつき発展していくこ
とが期待される。
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特集膀
企業の科学技術人材における女性比率の拡大
̶EUの政策と日本の課題̶
ライフサイエンス・医療ユニット　伊藤　裕子
1．はじめに
　ドイツ連邦教育研究省およ
び欧州委員会共催の「企業の女
性研究者に関する会議 Women 
in Industrial Research（WIR）‐
Conference」が平成 15 年 10 月 10
日と 10 月 11 日の２日間にわた
って、ベルリン市内の Dresdner 
Bank において開催され、企業に
おける女性研究者（技術者）の支
援の意義、EU を対象に実施され
た統計調査の結果および分析、女
性研究者（技術者）数の増加のた
めの対策などが話し合われた。本
学会は国際会議であり、EU 加盟
国のみならず世界各国からの参加
があるなど（登録者は300名以上）、
このテーマに関する関心の高さが
伺えた。
　Women in Industrial Research
企業の女性研究者（以下 WIR）
は、EU の第６次フレームワーク
プログラム（FP6，2002 年～ 2006
年）の「科学と社会（予算８千万
ユーロ）」中の「女性と科学」内
に置かれている研究プログラムで
ある。WIR の専門家グループは、
欧州における企業の女性研究者
（技術者）に関する統計の収集と
分析を行い、「企業の女性研究者：
欧州の産業界は目を覚ましつつあ
る」および「企業の女性研究者：
統計学的分析と企業の試み」の２
つの研究報告書を 2003 年に発表
した１，２）。
　「女性と科学」のプログラムに
は WIR 以外の研究プログラムと
して、「FP6 期間内の女性と科学
に関する進展状況の調査」、「欧州
レベルで女性と科学に関する政
策を討論するヘルシンキ委員会
運営」、「欧州横断的な女性と科学
のネットワークの創成」、「女性研
究者に対する統計指標調査」、「東
欧など科学分野において男女平等
に関する整備が不十分な国に対す
る現状調査と支援」の複数のプロ
グラムが置かれている（図表１）。
このように欧州では、国レベルを
超えて EU や欧州レベルで具体的
な「女性と科学」に関する政策を
進めている。
　一方、我が国の政策的な研究プ
ログラムとしては、平成 13・14
年度科学技術新興調整費科学技術
政策提言プログラムにおいて、科
学技術分野の女性研究者に焦点を
あてた調査研究が実施された。そ
して平成 15 年３月に、科学技術
政策提言「科学技術分野における
女性研究者の能力発揮」が報告さ
れた。本調査は大学や研究機関に
所属する女性研究者を対象にして
いる。このような政策的な研究プ
ログラムが実施される意味は大き
く、今後は企業の女性研究者や技
術者にも対象を広げた継続的かつ
大規模な調査研究が実施されるこ
とが期待される。
　本論では、科学技術人材として
の女性研究者の育成や促進に関す
る EU の試みについて解説し、こ
れを科学技術人材政策の一環とし
て日本がどう取り上げていくべき
かを考える。
注釈：本論文における「研究者」の定義
　科学技術研究調査報告（総務省統計局）において、「研究者」は、「大学（短
期大学を除く）の課程を終了した者（又はこれと同等以上の専門的知識を
有する者）で、特定の研究テーマをもって研究を行っている者をいう」と
定義され、「研究」は「事物・機能・現象などについて新しい知識を得る
ために、あるいは、既存の知識の新しい活用の道を開くために行われる創
造的な努力及び探求をいう」と定義されている。この定義は、国際的な統
計ガイドラインである Frascati manual における定義と同じである。本論
で引用した統計では全てこの定義が適用されている。従って「研究者」の
定義は広く、「研究」活動を行っている「技術者（エンジニア）」は本論文
中では「研究者」の中に含まれている。ただし、テクニシャンなどの研究
補助やルーティーンワークに従事する者は「研究者」には含まれない。
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　EU が女性研究者に注目してい
る背景には、科学技術の世界的な
大競争時代が到来し、科学技術の
進展の具合が社会状況や経済にま
で影響する事態となってきたこと
がある。
　EU が女性研究者の実数を増や
し比率を拡大する必然性と背景は
次の２つである。
盧EUの競争力の強化
　2000 年のリスボンサミットにお
いて、EU は世界最大の競争力の
ある知的基盤経済体になることを
宣言し、2002 年のバルセロナサミ
ットにおいて、EU の R&D 費を
2010 年までに GDP の 1.9％から
３％に増加することを決定した。
そのため EU は、EU 全体で 50 万
人以上（注１）の研究者を新たに増
やすことを検討している。
盪経済の活性化
　消費者としての女性という市場
に注目して、女性のニーズに対応
する商品や女性の目を引く商品の
開発を行う。その結果、国内消費
の増大や新しい産業の振興などを
期待する。
　さらにEUは上記の「競争力の強
化」および「経済の活性化」を実現
可能にするためには、科学技術人材
に対する政策が重要であると考え、
この点からも女性研究者の比率拡
大の必要性を強調している。
　蘆優秀な科学技術人材の確保
　蘆科学技術人材への多様性の導入
　地球規模の国際的競争時代を迎
え、マルチスキルを持ち、高い創
造性、革新的な境界領域分野に対
応できる人材、ビジネスや新しい
アイデアの創造を起こすような多
様化の起動力となる人材の必要性
が高まっている。
　EU は、優秀な科学技術人材の
確保が十分ではない現状の改善、
および女性研究者の比率の拡大の
（注１）研究者数の合計：ＥＵ
15 ヵ国約では 94 万人、米国で
は 122 万人、日本では 66 万人、
（1999 年統計）
＊ 「科学と社会」には上記以外に「科学とガバナンス（Science & governance）」、「倫理（Ethics）」、「科学的認識の向上（Scientific awareness）」
プログラムが含まれる。
出典：EU Sixth Framework Programme（http://www.cordis.lu/fp6/society.htm）を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
　図表１　FP6 の「科学と社会（Science＆Society）」に含まれるプログラム＊
プログラム 内容または含まれるプログラム
若者と科学
（Young people & Science）
蘆 欧州若手研究者コンテスト（15歳～ 20歳対象）
蘆 若手の女性研究者コンテスト
女性と科学
（Women & Science）
蘆  Mainstreaming Gender and Collecting Statistics in FP6（FR6期間内の女性と科学に関する進展状況の調査）
蘆  The Helsinki Group on Women and Science
　（欧州レベルで女性と科学に関する政策を討論するヘルシンキ委員会運営）
蘆  Women and Science Networks（欧州横断的な女性と科学のネットワークの創成）
蘆  Sex-disaggregated Statistics and Indicator on Women Scientists（女性研究者に対する統計指標調査）
蘆  Women in Industrial Research（WIR）（企業の女性研究者）
蘆  Promoting Gender Equality in Science in a Wider Europe
　（東欧など科学分野において男女平等に関する整備が不十分な国に対する現状調査と支援）
「科学と社会」の行動計画
（The Science and Society 
Action Plan）
蘆 欧州における科学教育と文化の促進
蘆欧州市民に身近な科学政策の策定
蘆政策立案を助ける科学の創成　など38の行動計画がある。
2．EUはなぜ女性研究者に焦点をあてるのか？
ための具体的な施策として、次の
ことを考えている。
①職場環境の整備
　若者（男女ともに）のライフ
スタイルは変化し、職場選びの際
に仕事と生活のバランスの流動性
（融通性）や制度の充実を重視す
る傾向が見られるようになった。
次世代の優秀な科学技術人材の確
保のために、現在の制度の不備の
改善を図らねばならない。
　また、欧州では国によって職場
環境の整備（育児および介護休暇
など）の進展状況に違いがあり、
これが米国と比較して、優秀な人
材の欧州への流入・確保の妨げに
なっている。
② 成功事例の分析から
　更なる問題点の抽出の実施
　キャリアパスのヒエラルキー
を上るごとに女性の割合は低くな
る。上位ヒエラルキーにおける女
性の確保に成功している企業等の
成功事例から女性の割合を高める
ための施策を探る。
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　女性研究者の現状を理解するた
めに、研究者の内に占める女性の
割合（％）の国際比較を行った。
３‐１
女性研究者の割合
　図表２に、全ての分野の研究
者の内に占める女性研究者の割合
（％）を示した。日本の女性研究
者の割合が10％程度であるのに対
し、欧州では25％から40％である。
　さらに女性研究者の割合は、科
学技術分野の大学学部卒業者や大
学院博士課程修了者における女性
の比率と連動すると考えられるの
で、図表３に日本および EU の科
学技術分野の女性比率を示した。
　これによると日本の科学技術分
野の大学学部卒業者における女性
比率は、ドイツと同程度であるが、
フランス、英国、EU15 ヵ国平均
より 10 ポイント以上低い。
　ドイツではこれらの比率を上げ
る対策として、第５章で述べるよ
うな「研究者の育成」に重点を置
いた施策を打ち出している。
３‐２
企業の女性研究者の割合
　企業に所属する研究者の内、女
性の割合はどの程度だろうか？ 
図表４にセクター別の女性研究者
の割合を日本および EU の３ヵ国
とEU15ヵ国平均に関して示した。
　日本の女性研究者の割合は、大
学、研究機関（政府機関）、企業
の全てのセクターにおいて、EU
と比べて遙かに低い。EU 内で比
較すると、ドイツは EU15 ヵ国の
平均より全てのセクターにおいて
女性研究者の割合が低く、フィン
ランドは全てのセクターにおいて
割合が高い。
　セクター別に女性比率を比較す
3．女性研究者の割合の国際比較
　図表２　女性研究者の割合の国際比較（1999 年）
出典： She Figures 2002，Science and Society，European Commission，日本のデータは総務省
統計局「科学技術研究調査報告」を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
　図表３　 科学技術分野の学部卒業者および博士課程修了者の内の女性比率
出典： EUのデータは参考文献２）を参照、日本のデータは平成 13年度学校基本調査を参照し、
科学技術動向研究センターにて作成
　図表４　セクター別の女性研究者の割合の国際比較（2000 年）
出典： She Figures 2002，Science and Society，European Commission を参照し、科学技術動向
研究センターにて作成
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ると、大学に所属する女性研究者
の割合が最も高い。EU15 ヵ国の
平均では 34％であり、図表には示
さなかったがアイルランド、ポル
トガル、ギリシャでは大学に所属
する女性の割合は、44 ～ 46％と
なっている。
　企業に所属する女性研究者の割
合は、いずれの国においても低く、
EU15 ヵ国の平均は 15％であり、
日本では 6％に過ぎない。
4．企業の女性研究者を増やすためのEUの試み
　３章で示した女性研究者の統計
では、EU の女性研究者比率は日
本に比較してかなり高いが、２章
で述べたように EU は現状に対し
て危機感を持っており、様々な試
みを実行している。
　企業の女性研究者を増やすため
の策として考えられるのは、①企
業の女性研究者の育成、および②
企業の環境整備である。さらに、
現状を理解するためや改善状況を
知るためには、③統計調査も重要
であると考えられる。
　以下にプログラムの事例を挙げ
て解説する。
４‐１
企業の女性研究者の育成
盧ドイツの事例
　ドイツは図表３や図表４にも示
したように、EU15 ヵ国の平均と
比較して科学技術分野に進学する
女性の割合が低く、さらに企業で
働く女性研究者の割合も低いこと
などから、IT 関連技術専攻の女
性数の増加支援や企業で働く女性
数の増加に関連する多くの国家的
なプログラムを実行している（図
表５）。
　特に、2001 年からドイツ連邦政
府などの支援で始まった「女の子
の日（Girls Day）」は将来の科学
技術分野の人材育成策として期待
されている。2003 年は５月８日に
開催され、10 万人の 10 代の子供
達が 3,905 の研究センター、企業、
事務所を訪問した。
盪英国および米国の事例
　ドイツの人材育成策に類似する
ものとして、米英で行われている
「娘を職場につれていこう（Take 
Our Daughters to Work）」プログ
ラムがある。米国では 10 年前か
ら開始され、英国では 2003 年４
月３日に初めて実施された。この
プログラムの目的は、女性の伝統
的な職業に目を向けがちな女の子
に、それ以外の様々な職業や仕事
があることを「見せる」ことで将
来の職業選択の幅をもたせること
にある。
　米国では 2003 年４月 24 日にプ
ログラムが改正され、「娘と息子
を職場に連れていこう（Take Our 
Daughters and Sons to Work）」
となった。主催者によると米国で
は女の子に関しては目的が達成さ
れたということである。
４‐２
企業における職場内環境の整備
　全ての職種の人にとって働き
やすい職場環境を整備している
企業は、研究者にとっても働き
やすい環境を整備していると考
えられる。企業のより良い職場
内の環境整備を促すために、欧州
委員会では、「最高の職場（Great 
Place to Work）」コンテストを
行い、2003 年３月 27 日に 100 社
の優秀企業のリストを発表した
（www.eu100best.org）。100 社 の
中には研究を主な業務としている
会社が多く含まれていた。リスト
は、1,000 以上の参加機関に所属
する EU15 ヵ国の約 21 万人を対
象に行われたアンケート調査（有
効回答者数は約 12 万４千人）の
出典：参考文献４）を参照し、科学技術動向研究センターにより作成
　図表５　ドイツで実施されている代表的な女性研究者の育成プログラム
プログラム名 目的 対象 ウェブサイト
Women in the
 Information Society and in technology
科学技術やコンピュータ科学専攻の女
性を増やす
若手の女性 www.kompetenzz.de
Be.ing― in Future together with Women 情報技術（IT）分野の女性の割合を増やす 若手の女性 www.be-ing.de
be.it IT 分野の女性の割合を増やす 若手の女性 www.werde-informatikerin.de
Do.ings
科学技術コースを選択する女性への高
等教育の支援
女子児童・学生 www.do-ing.rwth-aachen.de
Initiative D21 IT分野の女性の割合を増やす 若手の女性 www.initiatived21.de
Girls@D21 IT専門家の仕事に対する理解増進 女子児童・学生 www.girls-d21.de
Girls Day
企業訪問により企業の仕事を知る機会
を増進
女子児童・学生 www.girlsday.de
Chemistry in Context 化学を学ぶ女子学生を増やす 女子児童・学生 www.chik.de
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結果から作成され、アンケートの
結果により 11 社のノミネート企
業が選ばれ、最終的な最優秀企業
が審査により決定された。2003 年
度コンテストでは、生涯学習部門
（lifelong leaning）に法律会社であ
る Hannes Snellman（フィンラン
ド）、多様性部門（Diversity）に
IT 関連会社である Intel（アイル
ランド）、男女均等部門（Gender 
Equality） に 製 薬 会 社 で あ る
Schering（ドイツ）、が最優秀賞
として選ばれた。
　また、雑誌 The Scientist の購
読者（多くは研究者）対象に企業
の職場の環境整備に関するアンケ
ート調査が実施され、その結果が
2003 年６月に発表された９）。
　さらに、前述した WIR におい
ても企業と企業の研究者に対し
て、職場環境の整備に関するアン
ケート調査（個別インタビューを
含む）が実施されており、その結
果が公表されている３）。アンケー
トは、①企業の責任者が「男女均
等」、「人材の多様化」、「職場での
品位恒常」を実施しているか、②
男女均等などに関して、企業内で
監視、評価分析、統計調査、相談
などを行っているか、③イノベー
ションを応援しキャリア拡充の機
会を与えているか、④公平でオー
プンな雇用、昇進、社員評価がさ
れているか、⑤勤務スケジュール
に融通性があるか、⑥育児および
介護休暇などやその関連施設があ
るか、⑦若い女性が科学分野に参
入するための応援策（インターン
シップやフェローシップの提供）
があるか、⑧女性同士のネットワ
ークがあるか、をポイントにして
作成された。図表６に、WIR の
アンケートに協力して女性研究者
に関するデータを公表した企業か
ら産業分野別に１、２社を選び、
その女性活用状況を示した。
　これらは企業の職場環境の整備
のインセンティブになると考えら
れるとともに、若者（男女ともに）
が就職の際にこれらの結果を参考
にすることも考えられ、企業側の
職場環境の整備に対する意識が高
まると考えられる。
　将来的には、日本の企業におい
ても女性研究者の活用状況の積極
的な公表が期待される。
　図表６　代表的な企業の女性活用の状況
出典：参考文献３）を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
会社名（本社のある国） 産業分野 全研究者数 女性研究者数（割合）
研究管理職の女性数
（割合）
特許発明者の
女性の割合
AstraZeneca（英国） 製薬 10,000 5,000（50％）
29％
（研究管理職の人数内）
17％
Schering AG（ドイツ） 製薬 480 140（29％） 27（17％）
DSM（オランダ） ライフサイエンス 2,000 400（20％）
1（0.5％）R&D director，
20（20％）
resource managers，
50（10％）
project managers
Ford European Research 
Center（ドイツ）
自動車製造 272 16（6％） 3（5％）
1 of 43 patent 
applications
Schlumberger,
worldwide
（米国、フランス、オランダ）
石油
3,308
（技術者を含む）
614（19％）
（技術者を含む）
47（9％）
Siemens AG, worldwide
（ドイツ）
エネルギー 53,100
7,400（14％）
（技術者を含む）
8.6％
5．企業における研究者の必要性と我が国の現状
　本章では、わが国の企業におけ
る研究者の現状を示し、科学技術
人材として女性の活用の可能性を
考える。
５‐１
企業における研究者の不足感
　平成 15 年９月に「平成 14 年度
民間企業の研究活動に関する調査
報告（文部科学省 科学技術・学
術政策局）」として、資本金 10 億
円以上で研究開発活動を実施し
ていると推測される民間企業約
2,000 社を対象にしたアンケート
（研究者等の科学技術関連人材に
ついての調査を含む）の結果が報
告された。
　その中で「科学技術関連人材
の不足状況（図表７）」が示され、
調査に回答した 1,061 社の内、約
40％にあたる企業が「研究者」人
材について「不足」であると回答
している。
　そして30％近い企業が不足して
いる研究者の研究分野は、「情報
通信分野」、「製造技術分野」、「ナ
ノテクノロジー・材料分野」であ
った（図表８）。
　さらに研究者の不足の要因を選
14
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択回答してもらった結果、「研究
者採用の事情等により研究者の絶
対数が不足している」と「専門分
野が多様化しているため、対応で
きる研究者が、新規採用者を含め
不足している」が 45％の比率で上
げられた。
５‐２
企業における女性研究者の
活用に変化が見られる
　図表８で示したような企業の研
究者の不足は女性研究者で補うこ
とができるだろうか？
　その問いに答えるために、図表
９の分野別の女性研究者数の推移
を示した。我が国の企業の女性研
究者は、化学分野、電気・通信分野、
薬学分野の数が多い。1981 年以降
の約 20 年間の女性研究者数の推
移を見ると、電気・通信分野の女
性研究者数の伸び率が著しく、こ
こ５年間の女性研究者数も大きく
伸びている。この傾向は 2001 年
度から 2002 年度においても同様
であり、１年間で約 1,000 人の女
性研究者数の増加が報告されてい
る。また、電気・通信分野の研究
者の内の女性の割合は、1996 年
には２％であったが、2002 年には
４％まで増えている。
　図表８で研究者の不足感がある
分野として示された「情報通信分
野（質問票によると情報、通信シ
ステム、電気、電子、コンピュー
タ等）」と同様な分野である「電気・
通信分野」において、企業の女性
研究者数の強い増加傾向が見られ
ることから、企業は研究者の不足
分野に積極的に女性を登用してい
ると考えられる。
　また、「大学」においては医学・
歯学分野、研究所等の「研究機関」
においては農学分野の女性研究者
数が一番多く、どちらも 1981 年
以降の 20 年間に増加傾向を示し
た。このように企業、大学、研究
所などの機関ごとに女性研究者が
増加傾向を示す研究分野が異なっ
ている。
　企業は科学技術の進展への迅速
な対応が必要であるため、企業の
ニーズに合う人材であれば男女関
係なく活用するという傾向が近年
示されて来たと考えられる。
５‐３
研究者の職務内容に男女差が
みられることがある
　研究者であっても、主に研究に
従事する者、職務に研究以外の活
動が含まれる者、研究以外の活動
を兼務している者など、研究に従
事する時間や割合は個々の研究者
によって異なると考えられる。大
学の研究者にとって研究以外の活
動は、教育（講義や学生指導など）
や社会活動（コンサルティングや
研究成果の技術移転など）などで
ある。企業の研究者においては、
研究以外の職務としてマネジメン
ト業務や特許関連業務などがある
と考えられる。研究者の活動の実
態を知るには、職務内容や研究に
従事する時間を調査しなければな
　図表７　我が国の科学技術関連人材の不足状況
 （全回答企業 1,061 社に対する比率％）
出典： 「平成 14年度民間企業の研究活動に関する調査報告（文部科学省 科学技術・学術政策局）」
より
　図表８　我が国の研究者の不足等の状況
 （全回答企業 1,061 社に対する比率％）
出典： 「平成 14年度民間企業の研究活動に関する調査報告（文部科学省 科学技術・学術政策局）」
より
企業の科学技術人材における女性比率の拡大　̶EUの政策と日本の課題̶
15Science & Technology Trends   December  2003
特集1
らない。
　「大学等におけるフルタイム換
算データに関する調査報告（文部
科学省 科学技術・学術政策局）」
が平成 15 年 11 月に発表された。
これは、無作為に抽出した大学（短
期大学、高等専門学校、大学附置
研究所などを含む）の教員（教授、
助教授、講師、助手）に対して、
「研究活動」や「教育活動」など
の職務内容とそれらの時間数を調
査したものである。本調査は男性
6,090 人、女性 1,088 人の回答を含
んでおり、調査の結果、研究活動
時間の割合に男女差が示された。
　図表10のように大学学部、短期
大学などに所属する教員の所属機
関別の研究活動時間の割合を男女
で比較したところ、大学学部、短
期大学、大学附置研究所において、
女性の研究活動時間の割合が男性
に比べて低いことが示された。
　さらに、研究活動以外の職務活
動内容の時間を比較するために、
男女の年間の総職務時間の活動内
容の内訳を図表 11 に示した。女
性の「研究活動」の割合（39％）
は男性（48％）に比べて低く、そ
の分、女性の「教育活動」の割合
（32％）が男性（22％）より高い
ことが示され、男女で職務内容に
違いがあることが分かった。
　この違いの原因が何に起因する
のか、これが女性の昇格や昇進に
不利益に作用しているのかは不明
であり、今後はこの点に関して詳
細な分析を行う必要がある。しか
し、まず各企業に女性研究者が何
人居てどのような職務についてい
るのかを調査する必要があり、そ
の上で同じ職種の男女で職務内容
に違いがあるかどうかを調査する
必要があると考えられる。
　図表９　分野別の女性研究者数の推移（会社）
出典：総務省統計局「科学技術研究調査報告」より科学技術動向研究センターにて作成
　図表 10　総職務時間内の研究従事割合（％）に関する所属機関別の
 男女比較
出典： 「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査報告（文部科学省 科学技術・学術
政策局）」を参照し、科学技術動向研究センターにて作成
　図表 11　年間総職務時間の活動内容内訳（％）の男女比較
出典： 「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査報告（文部科学省　科学技術・学
術政策局）」より、科学技術動向研究センターにて一部改変
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　ブレークスルーや更なる科学技
術の進展を促す起動力である科学
技術人材の育成と活用は、先進国に
おいて重要な政策のひとつである。
　欧州では「クローン化社会から
はクローン化したアイデアしか生
まれない」として、「脱クローン
化社会」および「多様化社会への
移行」をキーワードとして、科学
技術人材の女性比率の拡大によっ
て多様化社会を創出する政策が実
施されている。「多様化社会」を
是とする考えは、女性や様々な人
種を社会に取り込み、世界に先行
した「多様化社会」となっている
米国が科学技術で世界をリードし
ていることによる。
　一方日本においても、「多様性」
が科学技術や社会活動において重
要であることが指摘されるように
なっており、社会の様々な分野で
の女性の活用が目立つようになっ
てきた。実際にここ 10 年間の女
性研究者の実数は増加傾向を示し
ている。ところが、研究者全体の
女性比率は数年来10％程度を推移
しておりこれ以上の増加の兆しが
ない。また企業の研究者における
女性比率は６％に過ぎない。
　EU の研究者における女性比率
は現時点で日本の２、３倍多い。
しかし、EU は「多様性」の効果
を生むためには企業研究者に関し
ては、女性比率を 30％まで上げる
ことが必要であると考え、各種施
策を実行している。
　日本の企業研究者における適正
な女性比率が何％であるかを見積
もることは難しい。１つの考え方
として、現在の EU レベルにまで
女性比率を上げることが日本の当
面の目標になるのではないだろう
か。EU の施策を参考にして日本
の国家的な施策を考えることは可
能であると考えられる。
　以下に日本の問題点とそれに対
して考えられる日本の施策を示す。
問題点
① 科学技術分野の大学学部卒業者
や博士課程修了者における女性
比率が低い。
② 企業の研究者における女性比率
が低い。
③ ＥＵの第６次フレームワークプ
ログラムにおける「女性と科学」
のような、女性と科学に関わる
統計調査、学術研究、研究グラ
ント支援などの包括的なプログ
ラムを実施する国家的な母体が
ない。
問題点①についての施策
蘆 学童期からの女性の科学技術人
材の育成
　日本版 “Girls Day”および“娘
を職場につれていこう（Take 
Our Daughters to Work）”を計画
し、女子生徒・児童に対して研究
者や技術者との対話や科学技術関
連施設の見学の機会を増やし、女
子の科学技術に対する興味と関心
を喚起して、将来的に科学技術分
野を専攻する人材を確保および育
成する。
問題点②についての施策
蘆 企業で研究に従事する女性に対
する調査の実施
　EU では、女性のキャリアパス
を“水漏れする水道管”と表現し
ている。これは大学学部卒業から
先のキャリアパスの上に行けば行
くほど、いつの間にか女性の数が
少なくなり、最終的な出口ではほ
とんど女性が見あたらないという
現状を指している。これは大学の
教員などのアカデミックキャリア
パスに限らず、企業における女性
のキャリアパスにおいても見られ
る。女性比率の低下に関して、何
が主な原因であるのかを明らかに
するため様々な調査が実施されて
いる。
　我が国においてもEUと同様に、
雇用形態、勤務内容、勤務状況な
どに関する統計調査、科学技術分
野の学部や大学院卒業者のキャリ
アパスの追跡調査、企業で研究に
従事する者への対面調査を含めた
意識調査を実施し、女性研究者の
キャリアパス上の阻害要因の分析
を行う必要がある。
問題点③についての施策
蘆 「女性と科学」を担当する責任
部署を明確にする
　科学技術人材としての女性の育
成や支援に関する調査研究および
研究グラントの支援、さらに統計
調査を含めた調査プログラムを策
定および実施し、その結果を政策
に反映させる機能をもつ政府機関
内の部署を明確にする。
　欧州委員会（EC）では 1998 年
から研究総局の C 局「社会と科学」
の中に「女性と科学課」を設置し
て各種施策を実行している 10）。
蘆 第３期基本計画において科学技
術人材としての女性に焦点をあ
てる
　2006 年から開始される第３期基
本計画に「科学技術人材としての
女性の育成、活用、支援」の項目
を設置し、科学技術政策における
位置づけを明確にする。
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インターネットルータの技術動向
　̶次世代通信インフラの整備に向けて̶
情報・通信ユニット　藤井　章博
1．はじめに　̶10年目の転換期̶
　現在、ネットワーク技術におけ
る変化は、およそ 10 年ごとに現
れる転換期の次の波に差しかかっ
ているといえよう。80年代の中盤
は、コンピュータネットワークの
一般社会への導入が始まり、大学
や企業に LAN の普及が始まった。
これが電話を利用した情報通信や
オフィスにおける文書管理の形態
を劇的に変化させた。90年代中盤
には、光ファイバーを伝送路に利
用することが普及し、ATM 通信
やギガビットイーサネットとよば
れる技術が登場した。これらの技
術変化により、１ビット当りの通
信コストが大きく改善された。ま
たこのころ、パソコンの普及があ
り、その上で動作するインターネ
ットブラウザが情報処理の方法を
一変させた１）。
　20 世紀に入った現在、インター
ネットインフラを構成する要素技
術が新たな転換期に入っていると
いう見方がある。それは、次のよ
うな要因から伺うことができる。
①ユーザトラヒックの増大
　ADSL や携帯電話の普及によ
って、データ通信トラヒック需
要が大きく伸びている。今後、マ
ルチメディア利用など高トラヒ
ックが必要な様々なアプリケー
ションの可能性がある。現状でこ
の需要の増大が推移すると、数年
間の内にインフラの側では劇的
な構造変化が不可欠となること
が予想される。
② 高度で多様なネットワーク
　管理機能への要求
　サービスに応じた通信品質
（QoS：Quality of Service）の確保
やネットワークセキュリティ対策
など高度なネットワークサービス
の提供が求められるようになって
いる。インターネットの設計思想
は、「ベストエフォート（最大限
の努力）」という考え方にもとづ
いているが、次世代のインフラの
設計には、異なる観点が重要とな
っている。
③ ネットワーク通信機器の
　新たな研究開発動向
　光交換技術の実用化、ネットワ
ークプロセッサの開発、高度な制
御機能をもつチップの開発など、
ハードウエアの機能の高度化の観
点から新たなブレークスルーが求
められている。
　そこで、本稿では、データ通信
のための通信インフラを支えるル
ータに関する技術動向を解説しつ
つ、これらの観点を検討する。そ
の上で、こうした転換期に求めら
れている技術政策上の課題を検討
する。
　インターネットルータに代表さ
れる通信インフラに関する技術
動向を述べるまえに、多様な要素
技術を含むネットワーク関連技
術の整理をしておきたい。その上
で、通信インフラのこれまでの
技術的蓄積の歩みと今後の課題
を検討する。
２‐１
ネットワーク関連技術分類
　図表１は、ミラノ工科大学の
Maurizio Decina教授の講演資料に
もとづく、現在のネットワーク分野
研究におけるホットイシューをま
とめたものである。注目しているイ
シューは、この数年以内での実用化
や普及を意識した分野である７）。
　説明のために、これらの要素技
術の関係を２方向の軸で分類し、
図表２にまとめる。図の縦軸は、
ネットワークの通信プロトコル階
層に対応している。上方は、ネッ
トワークを利用したアプリケーシ
ョンに関連する技術を表し、下方
は、交換機器などの設備に関連す
る技術を現す。また、横軸は、通
2．インターネット通信インフラの概要
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信サービス供給者とサービス需要
者の軸である。サービス供給者と
は、一般に ISP（Internet Service 
Provider：インターネットサービ
スプロバイダー）と呼ばれている
通信事業者のことで、インフラと
しては、ネットワークのバックボ
ーンとなる広域接続網やネットワ
ーク管理機能を提供する。また、
需要者側には接続サービスを受け
る企業や一般家庭の利用者が存在
し、インフラとしては、各地域に
分散する小規模のネットワークを
集約する機器が含まれる。
　情報家電や携帯電話などを活用
した新しいアプリケーションの開
発といったいわゆる「ユビキタス
通信」に関連する要素技術は、最
もユーザ側に属する要素技術とな
る。これらの分野は、将来的な拡
大が予測され、また、今後の日本
の技術の発展が期待される。図で
は右側の領域に対応する技術分野
である。
　本稿では、特に、左半分に関る
通信インフラ技術に関して、技術
的な転換期にあるとの視点に立っ
て述べる。次節以下で、インフラ
の整備に重要である「ルータ」を
ネットワークのバックボーンを構
成するために必要な「コアルータ」
と比較的ユーザ側に近い「エッジ
ルータ」に分けて説明する。
２‐２
エッジルータとコアルータ
　ここでは、インターネットイン
フラとそれを構成するルータの概
略を説明する。ルータの構成は、
ルーティング処理や以下に述べる
トラフィック制御などの複雑な処
理が求められる「エッジルータ」
の機能と基幹網に流入する大量の
トラフィックを比較的単純な処理
によって高速に処理する「コアル
ータ」の機能に分けられる。これ
らは、明確に区別されるわけでは
なく、ネットワークの規模やトラ
ヒックの性質、設備投資の規模等
に依存して様々な形態が存在する。
　インターネットの当初の設計思
想は、ネットワーク運営の主体と
なる各組織が独自に構築したネッ
トワークを相互接続するというと
いうものであり、通信インフラの
発達もこの設計思想に基づいて発
達してきた。80 年代以前のイン
ターネット接続は、こうした単純
な構造で、成り立っていた。しか
し、ネットワークの大規模化が進
展し、システムは階層構造をもつ
ようになった。それぞれに必要と
される要素技術に、広がりが生ま
れ、それらを総合的に管理する技
術も重要となっている。
　図表３は、現在の通信インフラ
を支えるネットワーク通信機器の
構成図である。一般的なインター
ネットへの接続機能は、サービス
プロバイダーが提供するこうした
機器によって提供されている８）。
　コアルータは、ネットワークの
バックボーンにおけるトラヒック
を集約する役目を担う。交換能力
として、１ポート（物理的な通信
回線一対に対応）10Gbps の交換
能力をもつ LSI のボードを 16 基
擁し、160Gbps 程度の交換能力を
　図表１　今後重要な研究開発分野
ミラノ工科大学MaurizioDecina 教授の講演資料にもとづいて科学技術動向研究センタ
ーにて作成
　図表２　重要な研究開発技術分野の分類
科学技術動向研究センターにて作成
１．ブロードバンドアクセス
・ケーブル
・無線
２．ホーム・パーソナル
　　ネットワーク
・無線
・ウエアラブルな情報機器
３．スイッチ・ルーティング
・ソフトスイッチ
・QoS，MPLS，DS
・IPv6
・アクティブネットワーク
・ピアツウピアネットワーク
４．バックボーンネットワーク ・IP／ ATM／ SDH／WDM，GMPLS
５．サービスプラットフォーム
・オープンサービスアーキテクチャ
・メッセージング、位置情報提供
６．移動体通信
・第三世代の IPセルラー電話
・アドホックネットワーク
・センサーネットワーク
７．コンテンツ配信 ・ストレージネットワーク
８．セキュリティ
・ネットワークセキュリティ
・ユーザセキュリティ
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持つ。１基の価格は、１～２億円
程度となる。また、エッジルータ
は、ネットワークの階層としては
コアルータの下部におかれ、より
狭い範囲のトラヒックの処理を司
る。2.5Gbps 程度の交換能力を持
つボードを 16 基もち、その交換
能力は 20 ～ 30Gbps となる。１基
の価格は数千万円程度となる。
２‐３
ルータの市場規模と
今後の成長
　次に、通信インフラを構成する
装置産業の規模を見てみよう。米
国 調 査 会 社（Global Information 
Inc.）のデータによると、ルー
タと末端のユーザが利用する小
規模なネットワーク機器を合わ
せたネットワーク機器全体にお
ける 2002 年の世界全体での売上
高は、約２兆７千７百億円に達
したということである。同社の
提供する予測に基づくと、2004
年には３兆３千億円、2006 年に
４兆９千１百億円、2008 年には、
７兆４千７百億円に達するとして
いる６）。
　ルータ割合は、全体の 50％を超
え、2002 年では、１兆円を大きく
超える産業分野である。この割合
は、今後ほぼ横ばいで推移すると
考えられ、通信インフラを支える
ルータの市場規模は３～４年後に
全世界で４兆円規模に達すると考
えられる。
　ルータの販売において圧倒的な
シェアを誇っているのが、シスコ
社である。ネットワーク機器全体
売上で 2001 年に同社が占めたシ
ェアが69％である。２位以下の企
業名は、２位スリーコム社（７％）、
３位ノーテル社（３％）であり、
ちなみに１％以上のシェアをもつ
日本企業は無い。
２‐４
ネットワークトラヒックの増大
　こうした、通信インフラを支え
るルータ機器に対して、技術開発
上の要求は高いのであろうか。半
導体の集積度、演算速度は、よ
く知られるようにムーアの法則に
したがって、指数的にその性能
が進歩してきた。一方、ネット
ワークに流入するトラヒック量
は、特に近年、国内でも ADSL
（Asynchronous Digital Subscriber 
Line）の一般家庭への普及率が増
大し、アクセス回線の速度が、数
Mbpsを超えるようになってきた。
また、携帯電話の普及とこれを利
用したデータ通信トラヒック需要
が大きく伸びている。
　図表４は、過去のエレクトロニ
クスの処理速度の伸び、トラヒッ
ク需要の伸び、およびルータの交
換能力の伸び等を過去の推移をも
とに比較した図である。トラヒッ
ク増大の傾向が続き、ルータにお
けるトラヒック処理能力が現在の
延長で推移すると仮定すると、数
年のうちに必要な処理能力は需要
の数倍になることになる。これは
あくまで予測に過ぎないが、通信
アプリケーションへの需要が今後
　図表３　エッジルータとコアルータ
スタンフォード大学　Nick McKeown教授の講演資料にもとづいて科学技術
動向研究センターにて作成
　図表４　トラヒック量の伸びと関連技術の変化
スタンフォード大学　Nick McKeown教授の講演資料にもとづいて科学技術
動向研究センターにて作成
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も活発で、ユーザトラヒックがこ
れまでのペースで増大すれば、通
信インフラを構成する機器の開発
において新しいイノベーションが
必要となる２）。
　また、今後のトラフィック量の
導入されたことに対して、交換機
能では、依然としてエレクトロニ
クスが主流であるからである。
　次世代のルータでは、量と質の
両面からより高度なルーティング
処理機能が要求される。このこと
は、通信インフラのコアの部分で
は、より高い伝送能力と交換能力
が必要になること、また、エッジ
部分では複雑な機能を高速に処理
する必要が生まれることを意味す
る。これにより、双方の機能分化
とそれぞれの高度化が進展してい
る。以下では、それぞれの技術的
課題を概説する。
３‐１
コアルータの高速化
　光交換技術が実用化にむけて進
展しており、コアルータ技術開発
の場では、次世代のネットワーク
機器の開発が進行している。伝送
路は、光ファイバーを基本として、
Tbps オーダーの伝送が可能であ
る。あて先を定める交換処理に関
しては、依然としてエレクトロニ
クス技術が主流である。しかし、
伸びは、新しい通信アプリケーシ
ョンの内容によって、その量と性
質が大きく変化するであろう。予
想される状況としては、まず、い
わゆるマルチメディアトラフィッ
クが増大し、リアルタイムのデジ
タル動画像データの伝送要求が高
まる点である。また、情報家電の
利用が進展すると、小規模の通信
トラヒックを頻繁に送受信するこ
とでトラヒックの増大をもたらす
ことになる。
　現在のルータ機器類は、「IP ス
イッチング」とよばれる技術を基
礎としている。インターネットを
構成する個別のネットワークの境
界部分では、情報を伝送するため
のコンテナの役目をする「IPパケ
ット」のあて先の処理を行う。電
話回線の交換と異なり、このあて
先処理は、パケット毎に行われる
ために時間がかかることが避けら
れなかった。90年代に登場した「IP
スイッチング」は、「カットスル
ールーティング」と呼ばれる方式
で、この問題に対処している。通
信機能のハードウエアに近い部分
で、同じ論理コネクションに所属
し、同一あて先向けであるとみな
される一連のパケットにラベル付
けを行う。これにより、ルーティ
ング処理を省略するためのことで、
あて先処理にかかる時間を短縮す
る方式である。これによって、高い
交換能力が得られるようになった。
　しかし、通信機能を、伝送能力
と交換能力で分けると、依然とし
て伝送能力が勝っているため、交
換能力がボトルネックとなる。こ
れは、伝送路には、光通信技術が
近年のフォトエレクトロニクスの
研究・開発の成果を背景として、
光交換技術がルータ機器に導入さ
れると考えられる。
３‐２
エッジルータの高機能化
　エッジルータに求められる機能
は、これまで述べてきた状況を背
景とし、益々高度化していくこと
が予想される。そして、この部分
に蓄積される技術は、次世代のイ
ンターネットを形作る核となる技
術であることは間違いない。
　図表５は、インターネットプロ
トコルに関する標準化団体である
IETF（Internet Engineering Task 
Force）が、近年採択した技術仕
様の文書である RFC（Request 
for Comment） 数 の 推 移 で あ
る。MPLS（Multi-protocol Label 
Switch）は、先に述べたカットス
ルールーティングによって、多様
なパケットの処理を高速に実施す
る技術である。現在のルータを形
作る基本的なアーキテクチャであ
る。この技術に関連する提案が近
年活発であることがわかる４，５）。
　MPLS に関する技術提案が盛ん
であるという状況は、特にエッジ
ルータに関するイノベーションが
活発に行われていることを意味し
ている。この背景の一つには、次
に述べるようなエッジルータのも
つネットワーク管理機能の高度化
への要求がある。
採
択
件
数 
　図表５　MPLS関連技術の伸び
参考文献５）に基づいて科学技術動向研究センターにて作成
3．技術動向
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４‐１
電話交換網の時代
　電話交換網という通信インフラ
を整備する時代には、電々公社の
研究所をはじめとするファミリー
企業の中央研究所がわが国の通信
インフラに関する技術的成長を牽
引してきた。技術的蓄積は、大規
模通信事業者が年次計画に従った
設備投資を実施するなかで培われ
てきた。数年後の「デジュール」
３‐３
研究開発課題
　インターネットの設計思想は、
「ベストエフォート」型のシステ
ムを構築するというものである。
この考え方の背景は、60 年代～
70 年代初頭における、コンピュー
タネットワークの黎明期に遡る。
各組織が独立にネットワークを
構築し、それらを相互接続するの
が「インター」「ネット（ワーク）」
の始まりであった。インフラを構
成するルータ機器は、ベストエフ
ォート型の技術を集約するものと
して発達してきたと言える。これ
に対立する思想は、国家がインフ
ラとしての電話交換網や電気・水
道を普及させる際の考え方であ
り、全ての利用者に一定の質のサ
ービスを平等に提供するというも
のである。
　以下では、研究開発が新しい局
面を迎えている点を説明する。す
なわち、ネットワーク管理機能の
充実には、従来のインターネット
の設計思想を超える発想が求めら
れているということである。
盧トラヒック品質制御
　まず、ベストエフォート型のネ
ットワークでは、個別の通信サー
ビスに応じた通信帯域の保障が困
難な点が研究開発における一つの
鍵である。帯域保障機能の重要性
は、90 年代以降、技術的な検討課
題として盛んに議論されてきた。
これは、広帯域のデジタル動画伝
送を伴うマルチメディアアプリケ
ーションが普及しなかったことも
あり、問題とはならなかった。し
かし、一般家庭にも 100Mbps 程
度の回線容量が確保されつつある
現在、通信アプリケーションがこ
の回線の可能性を引き出すために
は、技術変化の方向を決定する大
きな要因として帯域保障技術が必
要となる。この技術は、個別の通
信コネクションの間で、通信の
QoS を保障することであり、これ
を実現するためには、ネットワー
ク機器全体に渡るトラヒック量の
管理制御が必要となる。この機能
は、特定の通信事業者だけでは実
現が困難で、通信インフラを運用
する複数の組織間で高度な情報交
換と制御を実行する必要がある。
盪ネットワーク管理制御
　ベストエフォートという考え方
は、ネットワークの管理制御を「分
散型」に実施するという方向性を
生み出す。このような設計思想は、
通信インフラとしてのインターネ
ットを短期間に発達させ、普及す
るのに役立った。しかし、最近特
に重要性が指摘されているセキュ
リティ対策の点からは、分散型の
監視制御は脆弱である。
　例えば、ウイルスなどによって
不正なトラヒックが発生し、DoS
（Denial of Service：サービス低下）
攻撃が起こった場合には、ネット
ワークを構成する分散的な「エリ
ヤ」と呼ばれる境界線を越えて、
不正な操作の追尾を行わなければ
ならない。こうした制御機能は、
次世代のエッジルータにおける重
要な機能と認識されており、攻撃
の予防、発生時の対応、その後の
追尾機能など、どの段階において
も、複数の運用管理組織が関与す
る制御機能を実装しなければなら
ない。
　この例で顕著なように、今後の
通信インフラの進化にとっては、
これまでインターネットの発展を
支えてきた「ベストエフォート」
という考え方だけでは不十分であ
る。このことは、別な見方をすれ
ば、データ通信のインフラとなっ
たインターネット基盤技術におい
て、日本の技術が大きく貢献する
ための好機であるとみなすことも
できる。以下では、このような立
場に立って、技術政策を検討する。
標準を企画し開発する過程で、計
画的な技術的蓄積が実践されてい
たのである。これは、日本に限ら
ず世界中の通信インフラに関して
行われてきたことである。高等教
育機関からの人材供給という観点
でいえば、高専や大学の通信工学
科卒業生にとって人気の進路は、
電々公社やその「ファミリー」と
呼ばれる企業で占められてきた。
この事実は、こうした構造が従来
からうまく機能してきたことの一
端を表している。
４‐２
インターネットの時代
その後、インターネットの発展の
時代には、こうした技術的成長の
あり方に変化がうまれた。技術の
進化を牽引してきたのは、新しい
機能を備えた製品を市場へ早く投
入するという「デファクト標準」
の獲得を目指す企業であった。そ
の端的な例として、米国のシスコ
社の戦略を見てみよう。同社は、
4．技術進化のイニシアティブ
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先端的技術を保有するベンチャー
企業を買収することにより、同社
の技術的蓄積を実現してきたとい
う側面がある。このような手法が、
可能でありまた強い競争力を持ち
えたのは、インターネットの設計
思想が「ベストエフォート型」で
あったことと無縁ではない。なぜ
ならば、ネットワークを構成する
のは、個別の企業や大学であり、
彼らは自分たちにとって有効な機
能を備えた製品が現れたとき、そ
れをいち早く自分たちの通信イン
フラに利用できた。結果的に、こ
の分野の研究開発を牽引するの
が、国策企業的な大規模通信事業
者ではなく、シスコ社を中心とす
るシリコンバレーのベンチャー企
業になっていった３）。
４‐３
次世代の研究開発のあり方
　NTT は依然として、通信機器
を製造する企業の研究開発の中心
的役割を担っている。多くの優秀
な人材を抱え、相当額の研究費を
投下しているのは変わらない。し
かし、民間企業である以上、前節
で述べたような環境の変化に対し
て、国家戦略という視点に立った
イニシアティブをもはや明示的に
は取れなくなっている。また、通
信機器を製造するわが国のその
他の企業では、概ね中央研究所を
縮小する傾向にある。また、デー
タ通信事業に参入する新興企業に
は、通信インフラの長期的な成長
のために研究開発にも投資すると
いう視点はあまり無いように見受
けられる。
　これまで本稿で述べてきたよ
うに、技術の観点からは転換期に
あり、その技術は従来の「ベスト
エフォート」という設計思想の枠
を超えた技術開発が求められてい
る。だとすれば、インターネット
の今後の発達のために、これまで
とは異なる技術進化のイニシアテ
ィブを取らなければならない。
5．技術政策上の課題と提案
　電話網の時代には、国策企業の
役割が重要でかつ明確であった。
通信事業者が民間企業である現
在、国に期待される役割は、次
世代の通信インフラに関する研
究開発のあり方についての明確
な指針を示し、基礎的研究を推進
することである。通信事業者は
ビジネスの原理に従って事業を
展開する。それに伴った研究開
発も当然行われるであろう。し
かし、今後この分野で、長期的な
視点から基礎的研究を持続的に
実施する機能は、大学が担う必
要がある。国は、戦略に基づいて
大学がどのようなリーダーシッ
プを発揮し、この分野の関連する
企業とどのような連携を行うべ
きか明確にする必要がある。具
体的には、次に述べるような具
体的な方策を検討すべきである。
５‐１
標準化への寄与
　３‐２で触れたデファクト標準
である RFC の採択は、組織的な
対応の有無よりも、個人のこれま
での標準化過程へ寄与や IETF に
おける発言力によるところが大
きい。国内にも、そうした検討の
場で、一定の注目度を集める大学
研究者も存在する。しかし、日本
の産業規模からするとそうした実
力を備えた人材の数は限られてい
る。まず、国内の大学から国際標
準への寄与できるような研究を行
うべきであり、そのような活動を
積極的に支援し、評価する体制を
作るべきである。
５‐２
独自のビジョンの策定
　現在のインターネットの標準が
決定される過程は、オープンとい
いながらも、ヴィジョンを共有し
現行のインターネットの創設に貢
献した限られた人物らによって強
く方向付けられているという。技
術の将来像として、これまで蓄積
されたインターネットのテクノロ
ジーが、今後もデータ通信技術の
基盤であるという構図には根本的
な変化は無いであろう。しかし、
その基盤の上に、国の通信インフ
ラを今後どのように発展させてい
くのかというわが国独自のヴィジ
ョンが必要である。
５‐３
研究活動のあり方
　次世代のネットワーク管理に重
要とされるネットワークプロセッ
サの開発には、ルータの設計技術
に関する実務的な知識に加えて、
並列処理などの分野における基礎
研究が必要である。この分野で実
践的価値の高い研究成果を生み
出すためには、実務経験のある
若手研究者を大学に取り入れる
ことが重要である。近年、海外
の大学では、ベンダーあるいは
通信事業者の研究機関での経験
を有する人物が多く活躍してい
る。特にアジアの大学にこの傾
向があり、国際会議での発表件
数や質が劇的に向上していると
いう。国内の大学でも積極的な
人材の登用が必要である。
　ネットワーク管理技術に関する
研究開発の成果は、例えば、制御
ロジックを組み込んだ ASIC（ア
プリケーションを指向するチッ
プ）の形で具体化する必要がある。
大学で実施された研究成果が、こ
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のような形で製品化でき、通信機
器の部品市場で競争力を持つこと
が必要である。こうした研究成果
をもたらすためには、トラヒック
理論などの基礎研究が不可欠であ
り、大学の役割は重要である。
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新計測技術：マルチプローブシステム
̶ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指して̶
客員研究官　長谷川　剛 *
材料・製造技術ユニット　多田　国之
1．はじめに
　科学技術の進歩は、新しい計
測技術の開発と一体となっている
場合が多い。新しい現象の発見や
その解明には、新しい装置の存在
が不可欠と言っても過言では無い
からである。ノーベル賞に輝いた
数多くの研究者がこれを実証して
いる。例えば、最近の我が国のノ
ーベル賞受賞者を見ても、「スー
パーカミオカンデ」を開発して超
新星からのニュートリノ検出を実
現した東大名誉教授小柴昌俊氏
（2002 年、物理学賞）１）は、まさ
にこれを実践している。さらに、
計測技術の開発そのものが高い評
*
価を受ける場合もある。「脱離イ
オン化法」を開発して生体高分子
の質量分析を可能にした島津製作
所フェロー田中耕一氏（2002 年、
化学賞）２）は、その端的な例であ
る。オリジナリティーの高い研究
をする上で、新規計測技術の開発
が如何に重要であるかが分かる。
　本稿では、技術立国を標榜する
我が国にとって重要なナノテクノ
ロジーやバイオテクノロジー分野
において、新しい研究領域を開拓
すると期待されている装置「マル
チプローブシステム」を取り上げ、
その概要と現在の開発状況を紹介
する。
　ナノテクノロジーやバイオテク
ノロジー分野では、生体材料やナ
ノ材料などの新規材料の導入によ
って、それらに特有な機能を利用
することで、従来にない技術や製
品の開発が目指されている。この
ような研究・開発においては、そ
れら新規材料の機能を知ることが
真っ先に求められる。従来装置で
は不可能であったこれら新規材料
の機能の測定をマルチプローブシ
ステムは可能にし、新たな研究手
法、ひいては新たな研究分野を創
成するものと期待されている。
　マルチプローブシステムとは、
複数本の微細探針（プローブ）を
生体材料やナノ材料などに直接
接触させて、信号伝達などの電
気特性や、化学的、力学的特性
などの機能を測定するための装
置である。その基盤技術は、１本
のプローブを用いる走査プローブ
顕 微 鏡（SPM：Scanning Probe 
Microscope）３）にある。
　SPMは、試料表面の個々の原
子の直接観察を初めて可能にした
装置であり、その発明後、瞬く間
に幅広い研究・開発分野で用いら
れるようになった。SPMを発明
した研究者は、他の例にもれず、
ノーベル賞（1986年、物理学賞）４）
を受賞している。これに対して、
マルチプローブシステムは、SPM
の技術を基盤とはしているが、プ
ローブを複数にすることにより、
１本のプローブでは決して為し得
なかった、ナノ・生体材料の機能
の直接測定を可能にする装置であ
る。すなわち、図表１に模式的に
示すように、１本のプローブでは
プローブ直下の情報しか得ること
が出来ないが、複数本のプローブ
を用いれば、入力に対する信号伝
達の様子など試料全体の情報を得
ることが出来る。しかも、原子分
解能を有する SPMを基盤技術と
することで、ナノスケールの空間
分解能でそれが可能になるのであ
2．マルチプローブシステムの概要
　図表１　プローブ数による測定情報の違い
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る。このため、マルチプローブシ
ステムは、ナノテクノロジーやバ
イオテクノロジー分野において新
たな研究手法を提供するものと期
待されている。
　以下では、マルチプローブシス
テム、並びにその基盤技術である
SPMの概略を述べる。
２‐１
走査プローブ顕微鏡（SPM）
　マルチプローブシステムの基盤
技術であるSPMは、１本のプロ
ーブを試料表面上で走査すること
によって試料表面の情報を得る装
置である。SPMには、プローブ・
試料間に流れるトンネル電流をプ
ローブの位置制御に用いる走査ト
ンネル顕微鏡（STM：Scanning 
Tunneling Microscope）や、プロ
ーブ・試料間に働く原子間力をプ
ローブの位置制御に用いる原子間
力顕微鏡（AFM：Atomic Force 
Microscope）などがある。
　最初に開発されたSPMは STM
であり、1982 年、IBMの研究者
らによって開発された５）。１ナノ
メートル程度の距離までプローブ
を試料に接近させると、トンネル
効果によりプローブ・試料間にト
ンネル電流が流れる。このトンネ
ル電流の大きさは、プローブ・試
料間の距離に依存しており、例え
ば、１ナノメートルのプローブ・
試料間距離をわずか 0.1 ナノメー
トル短くしただけで、トンネル電
流の大きさは 10倍になる。この
ため、トンネル電流の大きさが一
定になるようにプローブ位置（高
さ）を制御することで、プローブ・
試料間距離を一定に保つことが出
来る。例えば、トンネル電流の大
きさを数％の誤差の範囲内で一定
に保てたとすれば、それは、0.001
ナノメートル（原子の大きさの
1/100）の精度でプローブ・試料
間の距離を一定に保てたことを
意味する。その上で、プローブを
試料表面に沿って走査すれば、プ
ローブはあたかも試料表面をなぞ
るかのように移動する。その動き
を画像化することで、表面の観察
が出来るのである（図表２参照）。
トンネル電流がプローブ・試料間
の距離に敏感なため、試料表面上
の個々の原子を直接観察すること
が出来る。
　これに加えて、STMは、プロ
ーブ・試料間の電流・電圧特性か
ら電子のエネルギー状態を知るこ
とが出来るなど、多様な物理情報
を得ることが出来るという特徴が
ある。また、単なる観察装置とし
てだけではなく、プローブ・試料
間の相互作用を利用した原子操作
等による微細加工手段としても用
いることが出来る３）。このため、
STMは、瞬く間に、幅広い分野
で用いられるようになった。その
拡がりは、今日のナノテクノロジ
ーを開花させたと言っても、決し
て過言ではない。この貢献により、
STMの発明者は、ノーベル賞を
受賞するに至ったのである。
　この他 SPMには、カンチレバ
ーと呼ばれる片持ち梁型の微細
な検出器を用いてプローブ・試料
間に働く微弱な力（原子間力）を
検出してプローブの位置制御を
行うAFMや、鋭利な先端を有
する光ファイバーをプローブと
して用いて近接場光と呼ばれる
試料表面近傍のみに存在する特
殊な光を検出してプローブ位置
制御を行う走査型近接場光顕微
鏡（SNOM: Scanning Near-field 
Optical Microscope）などがある。
これらを用いれば、トンネル電流
を流せない絶縁体試料にも対応で
きる他、硬さの測定、発光特性な
ど、STMでは測定できない様々
な物理量をナノスケールの空間分
解能で測定することが出来る。
２‐２
マルチプローブシステム開発
の背景
　デバイスなど機能を有するもの
の開発においては、その機能の確
認が絶えず必要である。例えば、
今日の半導体デバイス開発でも、
プローバーと呼ばれる装置を用い
てトランジスタの動作特性測定な
どが行われている。この方法では、
ミクロンスケールの先端を有する
複数のプローブをチップ表面のサ
ブミリメートルオーダーの測定用
電極に接触させて測定を行う。こ
のため、このような測定用電極が
用意された TEG（Test Element 
Group）と呼ばれる動作確認用の
素子の測定しか行えない。実際の
演算に用いられる個々のトランジ
スタの動作測定を測定しようとす
ると、0.1 μ m× 0.1 μ m以下の
領域に複数本の微細プローブをア
プローチする必要があり、従来の
装置では測定できない。
　将来のデバイスであるナノデバ
イス開発においては、アプローチ
させるべき領域はさらに小さくな
る。加えて、カーボンナノチュー
ブやDNAなどの新規材料を用い
るナノデバイス開発では、配線接
続の技術さえ開発されていない場
　図表２　走査トンネル顕微鏡の原理
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合が多く、機能の測定には、測定
物に探針を直接アプローチさせる
以外に手はない。この課題を解決
する方法として、ナノスケール領
域へのアプローチが可能なSPM
プローブを複数本用いるマルチプ
ローブシステムが検討され、一部
では既に基礎実験が進められてい
る。なお、電気特性などの測定に
あたっては、プローブと試料の直
接接触を必要とする。このため、
SPMのナノスケール精度でのプ
ローブ制御技術を応用したナノ
コンタクト技術の開発も進められ
ている。また、マルチプローブシ
ステムは、抗体抗原反応やイオン
の伝達など、様々な現象を高い空
間分解能で明らかに出来ることか
ら、医療応用でも期待されている。
　マルチプローブシステムは、機
械的には、複数の SPMを搭載し
た装置である。しかしながら、複
数プローブの相対位置関係の制御
や、プローブ間の信号のやり取り、
プローブ制御と測定システムとの
連携など、従来装置にはない新た
な制御手法の開発が必要となって
いる。この開発には、膨大なノウ
ハウの蓄積と開発期間が必要とさ
れるため、計測器メーカー単独で
の開発は困難である。現在のとこ
ろ、装置開発は、一部の研究者ら
の努力に頼っているのが実状で
ある。以下では、マルチプローブ
システムの応用例をいくつか紹介
し、ナノテクノロジー分野、バイ
オテクノロジー分野におけるその
位置付けを明らかにする。
３‐１
ナノ材料の電気伝導度の
直接計測
　近年、ナノテクノロジーの進展
により、カーボンナノチューブや
DNA等のナノ材料を用いたナノ
デバイスの研究開発が盛んに行わ
れている。これらの研究において
は、用いるナノ材料の機能測定が
最重要課題となっている。例えば、
カーボンナノチューブには様々な
種類があり、その種類によって、
金属、半導体、絶縁体のいずれ
にもなり得ることが報告されてい
る。このため、実際にデバイス化
に用いるカーボンナノチューブが
どの特性を示すのかは極めて重要
な問題である。しかしながら、そ
れを知る術は確立されていない。
また、DNAの電気伝導度に至っ
ては、諸説紛々であり、全く解明
されていないと言っても過言では
ない状況である。
　これらナノ材料の電気伝導度を
直接測定するためには、ナノ材料
のサイズに合わせた測定システム
が必要となる（図表３参照）。例
えば、一般的な電気製品に用いら
れている大きさ１cm程度の抵抗
体の抵抗値は、一般的なテスター
で測定できる。これに対して、半
導体デバイスなどの特性を測定し
ようとすると、ミクロンスケール
の先端を有するプローブを用いる
プローバーと呼ばれる装置が必要
となる。さらに、ナノスケールの
構造の特性を測定するためには、
ナノスケールの先端を有するプロ
ーブを搭載したマルチプローブシ
ステムが必要となり、装置開発が
研究者らによって行われている。
　マルチプローブシステムを用い
たナノ材料の最初の測定例は、C
物質・材料研究機構のグループに
よって為された、幅わずか３ナノ
メートルのErSi2 細線の電気伝導
度測定である 6）。彼らが測定し
た細線の材料であるErSi2 は、サ
イズの大きいバルク状態では金属
的な電気伝導度を示す。しかし、
測定された細線状態の電気伝導度
は、金属的ではあるもののバルク
から予測される値よりも１桁大き
3．マルチプローブシステムの応用例
C物質・材料研究機構　中山知信アソシエートディレクターより提供された図を元に、科学
技術政策研究所で作成
　図表３　ナノ構造の直接計測を可能にするマルチプローブシステム
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く、ナノスケール特有の現象が電
気伝導度に関与していることが明
らかになっている。このように、
ナノ材料の特性は従来材料の延長
線上に無く、その利用に当たって
は特性測定が不可欠なのである。
マルチプローブシステムは、今の
ところ、これを可能にする唯一の
手法であると考えられる。
３‐２
生体材料の機能の直接計測
　生体材料を用いたナノデバイス
の開発は勿論のこと、医療技術開
発への応用にもマルチプローブシ
ステムの寄与が期待されている。
例えば、抗体・抗原反応などに際
して生体材料がどのような機能を
発現するのかや、生体材料内部で
の巧妙な信号伝達や物質輸送のメ
カニズムの解明が、マルチプロー
ブシステムを用いると可能になる
と考えられている。
　上述のナノ材料の電気伝導度測
定では、微細探針はナノ材料の表
面に接触させていたが、生体材料
の機能測定では、生体材料の内部
の情報を知る必要性も出てくる。
このため、カーボン・ナノチュー
ブや金属ナノロッドなどの細くて
長い探針の開発や、その先端部以
外を絶縁性の材料で被覆すること
で、先端部（生体内部）のみの情
報を抽出する方法などが検討され
ている。また、プローブの先端に
抗体などの特定の生体材料を取り
付け、反応による質量変化から、
特定の抗体抗原反応などを検出す
る方法なども検討されている。ま
た、プローブとして光を検出でき
るものを用いれば、発光現象を捕
捉することで、化学反応を検出す
ることもできる。これらを、３次
元（空間）的にプローブを配置し、
その時間変化を測定することで、
生体材料の機能測定を４次元で行
うことが出来る。
　図表４に、マルチプローブシス
テムを用いた生体材料の機能測定
の模式図を示す。細胞内オデッセ
イと名付けられたこの計画は、マ
ルチプローブシステムを用いて、
細胞内へ信号を入力し、光や電子
励起反応、電流などの時空間分布
（４次元情報）を計測して、入力
信号に対する細胞内の変化を捕捉
しようとするものである。細胞活
性を保持する環境下での測定を実
現することで、生体材料の機能を
より正確に測定できるものと期待
されている。
３‐３
現在の半導体デバイス開発へ
の応用
　マルチプローブシステムは、ナ
ノテクノロジーやバイオテクノロ
ジー分野において新たな研究分野
を創出するだけでなく、既存の半
導体デバイス開発にも多大なる貢
献が期待されていることを述べて
おく。
　現在の半導体デバイス開発は、
設計、製造、評価、設計・製造プ
ロセスの変更のループを繰り返す
ことで行われる（図表５上側のル
ープ）。従来、デバイスの動作確
認（評価）は、全ての製造工程が
終了した段階で、すなわち、完成
品に対して行われてきた。この場
合、製造開始から評価終了までお
よそ 50日ほどかかる。これに対
して、譁日立製作所、および譁ル
　図表４　 マルチプローブシステムを用いた生体材料機能測定の模式図
C物質・材料研究機構　中山知信アソシエートディレクター作成
　図表５　マルチプローブシステムによるデバイス開発期間短縮
a：期間短縮の概念図、b：トランジスタ電極に接触するプローブ
譁日立製作所、譁ルネサステクノロジ、譁日立ハイテクノロジーズより提供された図を元に、
科学技術政策研究所で作成
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ネサステクノロジでは、マルチプ
ローブシステムを応用した製造工
程途中での動作確認の導入によ
り、デバイス開発期間短縮の試み
が行われている７，８）。すなわち、
マルチプローブシステムを用いる
ことで、トランジスタなどの主要
な構造の製造が終わった段階での
動作確認が可能になり、設計変更、
製造プロセス変更へのフィードバ
ックがより早く出来るようになる
というものである（図表５下側の
ループ）。この場合には、製造開
始から 20日ほどで評価が終了す
るので、デバイス開発の１ループ
に要する日程が半分以下になる。
例えば、半年要していた開発期間
が３ヶ月になる訳である。デバイ
ス開発では、如何に早く製品開発
と歩留まり（良品の取得率）の向
上を達成できるかが利益に直結す
るため、マルチプローブシステム
の導入による開発期間短縮の効果
は極めて大きい。
4．国内外の開発状況
　マルチプローブシステムの開発
を行っている主な機関を図表６に
示す。国内外ともに、研究機関（民
間の研究機関を含む）が多数を占
めている。これは、最先端の研究・
開発を行うために、研究者らが自
ら装置開発を始めたことを意味し
ている。マルチプローブシステム
は、単に SPMのプローブ数を増
やしただけの装置と思われがちで
あるが、測定対象が構造から機能
へと変わったことで、開発の難易
度が桁違いに高くなっている。こ
のため、開発に着手したものの、
その困難さから開発を中断した研
究機関もあった。しかし、前節で
紹介した測定例に触発されて、開
発に着手する機関は確実に増えて
いる。
　図表６に示すとおり、国内の研
究機関による開発が多いが、これ
は、マルチプローブシステムのプ
ロトタイプ開発に最初に成功した
のが、国内の研究機関であること
に起因している。特に、具体的な測
定データを発表している機関は、
現在のところ国内に限られている。
すなわち、研究機関による装置開
発では、今のところ、日本は世界を
リードしている状況にある。
　一方、製造メーカーの国内外の
開発状況に着目すると、メーカー
数では、やはり、国内メーカーが
多数を占めている。しかし、国外
で唯一開発を進めているオミクロ
ン社（ドイツ）は、既にプロトタ
イプを製品化、販売を始めている。
国内のメーカーも研究機関と組ん
だ装置開発を進めてはいるが、市
販するレベルにまでは達していな
いのが現状である。
　マルチプローブシステムでは、
複数のプローブを如何に制御し
て測定を行うかが重要である。そ
の制御システムの開発に当たって
は、実際に研究に用いることによ
ってしか得られないノウハウの膨
大な蓄積が必要であり、研究能力
と装置開発能力の両方が同時に要
求される。すなわち、計測器メー
カーが単に複数プローブを搭載し
た装置を製作しただけでは、マル
チプローブシステムとして機能し
ない。最先端機器の場合、プロト
タイプを製品化することで、市場
（研究者）からのフィードバック
を受け、より完成度の高い製品に
仕上げて行くという手法が取られ
る場合があるが、マルチプローブ
システムも、この手法による製品
開発が進められていると言ってよ
い。市販装置を購入しただけの研
究機関からのデータの発表が無い
のは、プロトタイプの完成度が未
だ低いためである。なお、図表６
には、市販装置を購入しただけの
研究機関は含まれていない。
　研究機関による開発でリードし
ている我が国には、マルチプロー
ブシステム開発に不可欠なノウハ
ウが十分蓄積されており、製品化
競争において、逆転、リードでき
る可能性が十分残されている。研
究者と装置開発者とが一体となっ
た開発が求められる。
　図表６　マルチプローブシステムを開発している主な機関
＊：具体的な測定データを発表している機関
研究機関 計測器メーカー
国内
物質・材料研究機構＊
東京大学＊
日立製作所＊
富士ゼロックス＊
大阪大学＊
産業技術総合研究所
豊田工業大学
東京工業大学
日本電子株式会社
日立ハイテクノロジーズ
ユニソク
国外
University of North Carolina（米）
Harvard Univ.（米）
Univ. of Wisconsin（米）
デンマーク工科大学
Seoul National Univ.（韓国）
オミクロン（ドイツ）
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　研究・開発で他国をリードし、
いち早く産業化に結びつけるため
には、先端的な計測・分析機器の
存在が欠かせない。独創性の高い
研究の裏には、独自開発した先端
機器の存在がある場合が多い。こ
れは、ノーベル賞に輝いた研究の
多くが、新計測手法の開発などと
一体となっていることからも伺い
知れる。また、身近な例では、ナ
ノテクノロジーにおいて極めて重
要な材料と位置づけられるカーボ
ンナノチューブは、日本で発見さ
れたが、これは、日本が世界をリ
ードしている電子顕微鏡技術によ
る所が大きい。
　しかしながら、現在の国内の研
究現場に目を向けると、使用され
ている計測・分析機器の多くが、
海外で開発・製品化されたもので
ある。特に、最先端の装置ではそ
の傾向が強い。図表７に、国内で
使用されている主な先端計測・分
析機器の国内・国外企業別シェア
を示す。現在最も重要な研究・開
発分野の一つである生体材料分野
の先端機器が、国外企業によって
ほぼ独占されている。国内企業が
多数のシェアを占めている機器で
も、高性能の機器については、国
外企業がリードしている場合が少
なからずあり、例えば、本稿で取
り上げたマルチプローブシステム
の基盤技術である走査型プローブ
顕微鏡もその一例である。
　海外製品の購入による先端計
測・分析機器の整備は、単に予算
の海外流失にとどまらず、研究・
開発分野における敗北に直結しか
ねないことを認識する必要があ
る。これまでに、先端分析技術・
機器開発に関する検討会（文部科
学省）を始めとして、先端計測・
分析機器開発のてこ入れを行う施
策が検討されているが、早急、か
つ着実な施策の実行を求めたい。
その際、独創性が高く、新たな研
究・開発分野を開拓する可能性の
ある新規な機器の開発、並びに、
従来機器の性能向上によって、研
究・開発分野に新たな手法を提供
しうる機器の開発に重点を置くべ
きであることを述べたい。
　特に、従来機機の性能向上化で
は、それにより、どんな新しい研
究・開発が可能になるのかの見極
めが重要である。例えば、電子顕
微鏡開発の歴史で言えば、同じ10
倍の分解能向上でも、10ナノメー
トルから１ナノメートルの時と、
１ナノメートルから 0.1 ナノメー
トルの時では、研究・開発分野に
与えた影響は大きく異なる。後者
では、原子が初めて見えるように
なり、今日のナノテクノロジーの
始まりとも言える研究を可能にし
たのである。また、本稿で取り上
げたSTMには、それ以前にトポ
グラファイナー９）と呼ばれる装置
の原型があった。装置構成は殆ど
同じであったが、トポグラファイ
ナーの分解能はサブミクロンスケ
ールであったため、STMのような
インパクトを研究分野に与えるこ
とは出来なかった。STMは、原子
分解能を実現したことで、広く用
いられるようになったのである。
5．研究・開発における新規計測・分析機器開発の重要性
　図表７　主な先端計測・分析機器の国内・国外企業別シェア（2001 年度）
「科学技術年鑑」2002、譁アールアンドデイをもとに、文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課において作成
新計測技術：マルチプローブシステム　̶ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指して̶
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　研究・開発において他国をリー
ドするためには、新規計測・分析
機器の独自開発が欠かせない。例
えば、ナノテクノロジーやバイオ
テクノロジー分野では、生体材料
やナノ材料などの新規材料の導入
によって、それらに特有な機能を
利用することで、従来にない技術
や製品の開発が目指されている。
この推進には、それら新規材料
の機能を知ることが真っ先に求め
られるが、その測定は従来装置で
は不可能である。本稿では、これ
ら新規材料の機能の測定を可能に
し、新たな研究手法、ひいては新
たな研究分野を創成するものと期
待されているマルチプローブシス
テムを紹介した。
　マルチプローブシステムは、走
査プローブ顕微鏡（SPM）のプ
ローブを複数本搭載した装置であ
り、複数プローブの総合制御によ
り、SPMでさえも不可能なナノ
スケールでの機能の直接測定を可
能にする。始まったばかりのこの
装置開発では、幸いなことに、日
本が一歩リードしている。マルチ
プローブシステム開発の成否は、
測定手法の開発も含めた複数プ
ローブの総合制御手法の開発にあ
る。このため、マルチプローブシ
ステムの開発では、従来機器以上
に、ユーザーである研究者と装置
メーカーとが一体となった開発が
必要である。現在のリードを生か
し、ナノテクノロジー、並びにバ
イオテクノロジー分野で他国を圧
倒するために、これを強力に押し
進める施策が望まれる。
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